
 

No.128 

 

 

通信販売にはクーリング・オフの制度がないって知っていますか？ 

 

関税で没収されます 

 

現代の消費者にとって通信販売はとても便利な買い物方法であり、とても身近な取引となっています。 
しかし、実際に商品を手に取って購入を決めるわけではないので、いざ、商品が手元に届いた時に、イメー
ジと違っている場合も少なくありません。返品し、返金を求めたいというのが消費者の希望だとは思います
が、通信販売は、他の人から勧誘を受け、購入意思が生まれるものではなく、自身の意思で購入を決定して
いるので、クーリング・オフのような無条件解除ができるわけではありません。 
通信販売には「返品特約」という制度があります。事業者が販売ページなどに返品に関する約束（例えば、新
品未開封であれば商品到着後 7 日以内、購入者の送料負担で返品可など）の表示が義務付けられ、その表
示に従い、返品することになります。もし、「返品不可」となっていれば、返品はできません。また、返品特約
の表示がない場合は、商品到着後 8日以内であれば購入者の送料負担で返品ができます。 

悪質な訪問販売にあっていることに気づいた。ある
日、悪質な訪問販売業者を来訪させないためにも、リ
ストから私の名前を削除してくれるという業者が現
れ、５０万円支払った。しかし、再び別業者が来訪
し、以前のような対応ではまだ完全にリストから削除
できないと８０万円請求されている。もうこれ以上支
払うことができない。 

リストとはいわゆる「カモリスト」です。カモリスト
から情報を削除するというのはお金を請求するための
口実であり、一度支払ってしまうと次々と悪質な手口
でお金を請求されます。 
悪質な訪問販売にあっていることに気づいたら、周り
の人や、消費生活センターへ相談しましょう。 
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＊不明・無関係とは、上記分類に含まれないもの。 

 
例えば、架空請求はがき等 


